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１．研究計画の概要 
(1)裁判員制度が社会に浸透していくプロセ
スを明らかにする。具体的には、裁判員制度
導入により、法や法システムに対する人々の
態度や行動がどう変わるかについて、全国の
一般人を対象に裁判員制度導入前（既に終
了）と導入後の２回の質問票調査によって変
化を明らかにする。 
 
(2)弁護士を対象とした質問票調査を行い、裁
判員裁判について評価する。この調査につい
ても、裁判員制度導入前（既に終了）と導入
後の２回の質問票調査によって明らかにす
る。 
 
(3)裁判員裁判における①模範的な評議の技
法、②スタンダードな主張・立証技法、③裁
判員に法律用語を理解させるコミュニケー
ション技法の３つを、実証的根拠に基づいて
作成する。 
 
２．研究の進捗状況 
(1)一般人を対象とする調査については、サン
プル数は 1800、調査方法は留め置き法で、
実査は 2008 年 2 月から 3 月にかけて行われ
た．有効回答数は 1160 であり，回収率は
64.4%である．基本的な知見としては、人々
は、裁判員制度が民主主義の原則に則してい
て、裁判がわかりやすく常識に沿うようにな
ることは高く評価しているが、その質（真実
発見）については若干懐疑的であるというも
のである。 
 
(2)弁護士を対象とする調査では、調査対象弁
護士として、大規模会として東京 3 会（そこ

からはランダムサンプル）、中規模会として
京都弁護士会（悉皆）、小規模会として、函
館、旭川、釧路各弁護士会（悉皆）を選んだ。
東京３会からは、1500 のサンプルをランダ
ムに抽出した。実査は郵送法で、2009 年 4
月から 5 月に行われ、回収率は回収率は
48.1%、37.4%、58.5%であった。主な知見と
しては、弁護士が、一般人に近い意見を表明
する設問と、一般人とは著しく異なる意見を
表明する設問があり、また弁護士会による違
いも大きかった。 
 
(3)裁判員裁判実験班は、裁判員の評決に影響
を与える諸要因を言語学や心理学の知見を
援用しながら特定することに主眼をおいて
研究を行った。日弁連や地方弁護士会より提
供してもらった日本各地で実施されている
法曹三者合同模擬裁判における評議の会話
を文字化したものを蓄積することによって
コーパスを作成し、コーパス言語学、語用論、
説得研究、集団意思決定論といった分野の知
見を利用しながら、裁判参加者の言語使用の
特徴を質的・量的に検討・抽出し、そこから
裁判員と裁判官の判断要因、意識、思考体系
の差異なども検討した。これにより、裁判官
と裁判員の間には、使用言語域、思考体系、
参加態度に差異があることが明らかになっ
た。 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進んでいる 
一般人調査の第１波はおわり、平成 22 年

度に第２波を予定している。その準備もかな
りの程度進んでいる。弁護士調査は、調査を
終わり、現在集計段階で、平成 22 年度には



学会報告、論文化を予定している。裁判員裁
判実験は最終段階であり、平成 22 年度には
研究のとりまとめに入る。 
 従って、①の評価も可能かもしれないが、
第２波一般人調査を残していることから、②
と判断した。 
 
４．今後の研究の推進方策 
(1)第２波一般人調査をとどこおりなく行う
ことが、平成 22 年度の最大の課題である。 
 
(2)裁判員裁判実験は研究のとりまとめに全
力を注ぐ。 
 
(3)社会調査班は、第２波一般人調査を終えた
後、第１波、第２波の前後研究および弁護士
調査の結果を統合分析する。 
 
(4)最後に、研究全体の統合を行う。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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